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第一部【企業情報】
 

第１【企業の概況】
 

 １【主要な経営指標等の推移】
 

  （1）連結経営指標等 

（注）1.潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

2.売上高には消費税等は含まれておりません。 

3.第95期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 企業会計基準第5号 平成17年12月9日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第8号 平成17年12月9日）を適

用しております。 

   

  次へ 

回     次 第９３期中 第９４期中 第９５期中 第９３期 第９４期 

会 計 期 間 自 平成16年1月１日 
至 平成16年6月30日 

自 平成17年1月１日
至 平成17年6月30日 

自 平成18年1月１日
至 平成18年6月30日 

自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日 

自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日

売  上  高 （百万円） 6,020 6,078 6,161 12,559 12,937 

経常損（△）益 （百万円） △ 417 △  411 △ 641 △  286 △  140 

中間（当期） 
純損（△）益 

（百万円） 955 △ 462 △ 808 △  296 △  216 

純 資 産 額 （百万円） 2,793 1,081 1,624 1,542 1,333 

総 資 産 額 （百万円） 16,602 15,275 13,657 15,873 14,802 

１株当たり純資産額 （円） 70.67 27.35 13.24 38.98 33.74 

１株当たり 
中間（当期） 
純損（△）益 

（円） 
36.09 △ 11.70 △ 20.45 △ 9.01 △ 5.47 

潜在株式調整後1株 
当たり中間（当期） 
純利益 

（円） 
－ － － － － 

自己資本比率 （％） 16.8 7.1 3.8 9.7 9.0 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） △ 395 138 △ 295 △ 192 854 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） △ 136 △ 37 △ 107 △ 88 △ 85 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） 660 △ 99 165 14 △ 815 

現金及び現金同等物 
の中間期末（期末） 
残高 

（百万円） 
1,469 1,077 792 1,076 1,029 

従業員数 （人） 437 408 381 425 388 

〔外、平均臨時雇用者数〕 （180） （199） （216） （199） （219） 



  （2）提出会社の経営指標等 

（注）１．潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

   ２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

   ３．提出会社の「1株当たり純資産額」、「1株当たり中間（当期）純利益」及び「潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益」について

は、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

回     次 第９３期中 第９４期中 第９５期中 第９３期 第９４期 

会 計 期 間 自 平成16年1月１日 
至 平成16年6月30日 

自 平成17年1月１日
至 平成17年6月30日 

自 平成18年1月１日
至 平成18年6月30日 

自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日 

自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日

売  上  高 （百万円） 4,881 5,046 5,275 10,253 10,809 

経常損（△）益 （百万円） △ 230 △ 236 △ 567 63 9 

中間（当期） 

純損（△）益 
（百万円） 

1,105 △ 342 △ 571 △ 23 △ 139 

資  本  金 （百万円） 1,368 1,368 1,368 1,368 1,368 

発行済株式総数 （千株） 39,531 39,531 39,531 39,531 39,531 

純 資 産 額 （百万円） 1,284 △ 187 △ 555 154 15 

総 資 産 額 （百万円） 12,785 12,020 11,043 12,192 11,443 

1株当たり中間（年間） 
配当額 

（円） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

自己資本比率 （％） 10.0 △ 1.6 △ 5.0 1.3 0.1 

従 業 員 数 （人） 289 266 253 279 257 



 ２【事業の内容】 
     当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあり

ません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

  

  

 ３【関係会社の状況】 

  当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

 ４【従業員の状況】 
  （1）連結会社の状況 

（平成18年6月30日現在）

（注）１．従業員数は、就業人員であります。 

   ２．従業員数の（外書）は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。 

  

  

  （2）提出会社の状況 

（平成18年6月30日現在）

（注）従業員数は、就業人員であり、内訳は陸上従業員51名、海上従業員 202名となっております。 

  

  

  （3）労働組合の状況 

     労働組合との間に特に記載すべき事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 従 業 員 数 （人） 

  海 上 運 送 業   270 （ 31） 

  飲食業・商品販売業   44 （ 30） 

  そ の 他 事 業   67 （155） 

  合      計   381 （216） 

従業員数（人） 253 



第２【事業の状況】
 

 １【業績等の概要】
 

（1）業 績 

     当中間連結会計期間のわが国経済は、企業収益の改善を背景とした設備投資の増加や堅調なアジア向けの輸出に支えられ

て景気は全般的には緩やかな回復基調にあるものの、地域・業界・企業間ではまだ回復のスピードや格差が斑模様であり、

一方原油価格高騰の長期化をはじめ原材料価格の上昇などの懸念材料を抱えて推移いたしました。 

     このような情勢のもと、当社グループは平成16年度から平成20年度までの5年間を実施期間とする「経営改善計画」の実行

に邁進しております。この計画に則り、平成17年4月には株式会社ダイヤモンドフェリーと営業組織を統合して共同営業セン

ター「フェリーさんふらわあ」を発足させ、また、平成18年3月1日付で両社の「友の会」組織を一本化して、共通の会員組

織「瀬戸内海倶楽部」を設立し、お客様の利便性とサービスの向上を目指す等、両社の統一的な戦略立案・実行を行い営業

効率・業務効率を高めることによる収益向上に全力を傾注しております。 

     当中間連結会計期間の業績につきましては、国内物流関係において順調に推移しましたが、旅客・乗用車輸送はＥＴＣ割

引などの有料道路通行料金低減化の影響や他社フェリーをはじめ高速バス・航空機など他の交通機関との競争もさらに熾烈

さを増し、特に阪神／四国間輸送においては、瀬戸内3架橋通行料金の割引継続等の影響を受けました。また、燃料油価格の

高騰に伴い、4月1日付で燃料油価格変動調整金を適用いたしました。以上の結果、売上高は61億6千1百万円（前中間連結会

計期間比1.4％増）となりました。一方、費用面では、株式会社ダイヤモンドフェリーとの業務提携を通じて航路運営の効率

化を進めるとともに、各部門にわたり徹底したコスト削減等の合理化努力を重ねましたが、燃料油価格の記録的な高騰の影

響を補うまでに至らず、経常損益は6億4千1百万円の損失（前年同期は4億1千1百万円の損失）となりました。また、特別損

失として減損損失4億3千8百万円を計上し、中間純損益は8億8百万円の損失（前年同期は4億6千2百万円の損失）となりまし

た。 

  

   

     事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 
  
    ① 海上運送業 

       売上高は53億9千7百万円（前中間連結会計期間比5.0%増、外部顧客売上高52億5千4百万円）で前中間連結会計期間を

上回りました。費用面においては各部門にわたるコスト削減に努めましたが燃料油価格の高騰の影響を受け、営業損益

は前中間連結会計期間と比較して2億2千万円減益の5億2千9百万円の営業損失となりました。 

  

  

    ② 飲食業・商品販売業 

       主として船内での飲食業でありますが、全般的に旅客輸送が低調であったため売上高は6億2千7百万円（前中間連結会

計期間比8.3%減、外部顧客売上高5億4千5百万円）で前中間連結会計期間を下回りました。営業損益では前中間連結会計

期間と比較して3千2百万円改善し、1百万円の営業利益となりました。 

  

    ③ その他事業 

       海運代理店業、一般貨物自動車運送業等でありますが、売上高は5億6千1百万円（前中間連結会計期間比17.5%減、外

部顧客売上高3億6千1百万円）で前中間連結会計期間を下回りました。営業損益ではコスト削減努力の甲斐なく、前中間

連結会計期間と比較して2千4百万円減益の1千4百万円の営業損失となりました。 

  

  

  

  

  
  
  次へ 
  



（2）キャッシュ・フロー 

     当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前中間連結会計期間末に比べ2億8千4百

万円減少し、当中間連結会計期間末には7億9千2百万円となりました。 

  

     当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

  
    （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

      営業活動により支出した資金は、2億9千5百万円となりました。これは、資金の伴わない減損損失4億3千8百万円、減価

償却費5億4千1百万円があったものの、税金等調整前中間純損失10億8千万円、仕入債務の減少2億2千3百万円、退職給付引

当金の減少1億1千3百万円等により資金が減少したものであります。この結果、前中間連結会計期間に比べ4億3千4百万円

の資金減少となりました。 

  

    （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

      投資活動により支出した資金は、1億7百万円となりました。これは主に、船舶の改造に要した資金等でありますが、主

として当該支出の増加により前中間連結会計期間に比べ6千9百万円の資金減少となりました。 

  
    （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

      財務活動により得られた資金は、1億6千5百万円となりました。これは主に、長期借入金の返済3億9千9百万円を支出し

たものの、長期及び短期借入金により5億6千7百万円を得たことによるものであります。この結果、前中間連結会計期間に

比べ2億6千5百万円の資金増加となりました。 

  

  

  



 ２【生産、受注及び販売の状況】 

  （1）販売実績 

    当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）1. 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

  

 ３【対処すべき課題】 

     当社グループは、「経営改善計画」に則り、株式会社ダイヤモンドフェリーとの業務提携をさらに推進させ、ご利用のお

客様の利便性とサービスの向上及び両社スペースの効率利用を目的として、両社の営業組織を統合し、共同営業センター

「フェリーさんふらわあ」を発足させました。営業政策・営業活動における統一的な戦略立案・実行を可能とするとともに

営業効率・業務効率を高め両社の増収拡大を図ってまいります。今後は、同センターを通じて収益向上とコスト削減を図る

ことにより将来にわたる黒字体質の確立を推進してまいります。 

     なお、継続する燃料油価格の高騰に対応するために、平成17年12月27日開催の取締役会において、従来の計画を一部修正

した「修正改善計画」を策定しており、引続き当該計画の着実な達成に向けて邁進してまいります。 

  

  

 ４【経営上の重要な契約等】 

      該当事項はありません。 

  

  

 ５【研究開発活動】 

      該当事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 金額 （百万円） 前年同期比（％） 

  海 上 運 送 業   5,254 5.1 

  飲食業・商品販売業   545 △7.3 

  そ の 他 事 業   361 △26.0 

  合     計   6,161 1.4 



第３【設備の状況】 

 １【主要な設備の状況】 

    当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

 ２【設備の新設、除却等の計画】 

    該当事項はありません。 

  



第４【提出会社の状況】 

 １【株式等の状況】 

  （1）【株式の総数等】 

   ①【株式の総数】 

  

   ②【発行済株式】 

  

  

  （2）【新株予約権等の状況】 

      該当事項はありません。 

  

  

  （3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

種    類 発行可能株式総数（株） 

普 通 株 式 105,600,000 

計 105,600,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数（株） 
（平成18年6月30日） 

提出日現在発行数（株） 

（平成18年9月28日） 

上場証券取引所名 

又は登録証券業協会名 
内  容 

普通株式 39,531,200 39,531,200 
㈱大阪証券取引所 
（市場第二部） 
㈱東京証券取引所 
（市場第二部） 

完全議決権株式であ
り、権利内容に何ら限
定のない当社における
標準となる株式 

計 39,531,200 39,531,200 ― ― 

年 月 日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金

増減額 
（百万円） 

資本金

残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金

残高 
（百万円） 

平成18年1月1日～ 

平成18年6月30日 
― 39,531,200 ― 1,368 ― ― 



  （4）【大株主の状況】 

  

  

  （5）【議決権の状況】 

   ①【発行済株式】 

（注）1．「完全議決権株式（その他）」欄には、（財）証券保管振替機構名義の株式が 19,600株（議決権196個）含まれており

ます。 

2．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式 72株が含まれております。 

  

  

（平成18年6月30日現在） 

氏名又は名称 住   所 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合 （％） 

株式会社商船三井 大阪市北区中之島3丁目6番32号 14,476 36.62   

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町1丁目1番2号  1,818 4.60   

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜4丁目5番33号  1,312 3.32   

株式会社新来島どっく 愛媛県今治市大西町新町甲945番地   792 2.00   

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川2丁目27番2号    522 1.32   

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内1丁目2番1号   360 0.91   

ダイビル株式会社 大阪市北区中之島3丁目6番32号   264 0.67   

三菱重工業株式会社 東京都港区港南2丁目16番5号   264 0.67   

株式会社サノヤス・ヒシノ明昌 大阪市北区中之島3丁目6番32号   264 0.67   

ピクテ アンド シー 
ヨーロッパ エスエー 
（常任代理人 株式会社三井住
友銀行） 

1 BOULEVARD ROYAL L-2016 LUXEMBOURG
LUXEMBOURG 
（東京都千代田区丸の内1丁目3番2号） 

  250 0.63   

合       計 20,323 51.41   

（平成18年6月30日現在）

区   分 株式数（株） 議決権の数（個） 内   容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 4,600 －
権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株
式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 39,514,400 395,144 同上 

単元未満株式 普通株式 12,200 － 同上 

発行済株式総数  39,531,200 － － 

総株主の議決権 － 395,144 － 



   ②【自己株式等】 

  （注）上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が200株（議決権2個）あります。
なお、当該株式数は前記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」に含まれております。 

  

  

 ２【株価の推移】 

   【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  （注）月別最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

  

 ３【役員の状況】 

    前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

  

（平成18年6月30日現在）

所有者の氏名 

又は名称 
所有者の住所 

自己名義所有 

株式数（株） 

他人名義所有 

株式数（株） 

所有株式数の

合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合 （％） 

関西汽船株式会社 
大阪市北区中之島3

丁目6番32号 
4,600 － 4,600 0.01 

計 － 4,600 － 4,600 0.01 

月  別 
平成18年 
1 月 ２ 月 ３ 月 ４ 月 ５ 月 ６ 月 

最高（円） 172 162 156 153 144 131 

最低（円） 150 130 140 140 129 114 



第５【経理の状況】 

 １．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

  （1） 当社の中間連結財務諸表は、「海運企業財務諸表準則」（昭和29年運輸省告示第431号）及び「中間連結財務諸表の用

語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作

成しております。 

     なお、前中間連結会計期間（平成17年1月1日から平成17年6月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第5号）附則第3項のただし書きにより、改

正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

     また、前中間連結会計期間（平成17年1月1日から平成17年6月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づき、

当中間連結会計期間（平成18年1月1日から平成18年6月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

     ただし、当中間連結会計期間（平成18年1月1日から平成18年6月30日まで）については、「財務諸表等の監査証明に関す

る内閣府令等の一部を改正する内閣府令」（平成18年4月26日内閣府令第56号）附則第2項により、改正前の中間連結財務諸

表規則に基づいて作成しております。 

      

  （2） 当社の中間財務諸表は、「海運企業財務諸表準則」（昭和29年運輸省告示第431号）及び「中間財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しており

ます。 

     なお、前中間会計期間（平成17年1月1日から平成17年6月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第5号）附則第3項のただし書きにより、改正前

の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

     また、前中間会計期間（平成17年1月1日から平成17年6月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間

会計期間（平成18年1月1日から平成18年6月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

     ただし、当中間会計期間（平成18年1月1日から平成18年6月30日まで）については、「財務諸表等の監査証明に関する内

閣府令等の一部を改正する内閣府令」（平成18年4月26日内閣府令第56号）附則第2項により、改正前の中間財務諸表等規則

に基づいて作成しております。 

  

 ２．監査証明について 

    当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年1月1日から平成17年6月30日まで）及び当中

間連結会計期間（平成18年1月1日から平成18年6月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間（平成17年1月1日から

平成17年6月30日まで）及び当中間会計期間（平成18年1月1日から平成18年6月30日まで）の中間財務諸表について、あずさ監

査法人により中間監査を受けております。 

  

  

  



 １【中間連結財務諸表等】 

  （1）【中間連結財務諸表】 

   ①【中間連結損益計算書】 

  

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 
 至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

 （自 平成17年１月１日 
  至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金  額 
（百万円） 

百分比
（％） 

金  額
（百万円） 

百分比
（％） 

金  額 
（百万円） 

百分比
（％） 

Ⅰ 売 上 高                     

 1.海運業収益及び 
  その他役務収益 

  5,490     5,616     11,675     

 2.商品売上高   588 6,078 100.0 545 6,161 100.0 1,261 12,937 100.0 

Ⅱ 売上原価                     

 1.海運業費用及び 
  その他役務原価 

  5,076     5,632     10,440     

 2.商品売上原価   508 5,585 91.9 445 6,077 98.6 1,059 11,499 88.9 

  売上総利益     493 8.1   84 1.4   1,437 11.1 

Ⅲ 一般管理費 ※1   811 13.3   615 10.0   1,417 11.0 

  営業利益     － －   － －   20 0.1 

  営業損失     317 5.2   531 8.6   － － 

Ⅳ 営業外収益                     

 1.受取配当金   6     5     6     

 2.業務分担金   －     3     14     

 3.その他   39 45 0.7 17 26 0.4 89 110 0.9 

Ⅴ 営業外費用                     

 1.支払利息   123     110     241     

 2.持分法による 

  投資損失 
  －     20     －     

 3.その他   16 139 2.3 5 136 2.2 29 270 2.1 

  経常損失     411 6.8   641 10.4   140 1.1 

Ⅵ 特別損失                     

1.固定資産除却損   100     －     110     

2.固定資産売却損 ※3 －     －     73     

3.減損損失 ※2 － 100 1.6 438 438 7.1 － 183 1.4 

  税金等調整前 
  中間（当期） 
  純損失 

    512 8.4   1,080 17.5   323 2.5 

  法人税、住民税 
  及び事業税 

  7     9     14     

  法人税等還付 

  税額 
  －     △8     －     

  法人税等調整額   △11 △4 △0.1 △11 △10 △0.2 △23 △9 △0.1 

  少数株主損失     45 0.7   261 4.2   97 0.7 

  中間（当期） 
  純損失 

    462 7.6   808 13.1   216 1.7 

         



   ②【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 
  
（中間連結剰余金計算書） 
  

   
  
（中間連結株主資本等変動計算書） 
     当中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 
  

  

  

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 

 至 平成17年６月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金 額（百万円） 金 額（百万円） 

      

（資本剰余金の部）           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     1,299   1,299 

Ⅱ 資本剰余金増加高     －   － 

Ⅲ 資本剰余金減少高           

  1.資本準備金取崩による減少   1,299 1,299 1,299 1,299 

Ⅳ 資本剰余金中間期末 
  （期末）残高 

    －   － 

            

（利益剰余金の部）           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     △1,151   △1,151 

Ⅱ 利益剰余金増加高           

  1.資本準備金取崩による増加   1,299 1,299 1,299 1,299 

Ⅲ 利益剰余金減少高           

  1.中間（当期）純損失   462 462 216 216 

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  （期末）残高 

    △314   △67 

      

  

株主資本 評価・換算差額等 

少数株 
主持分 

純資産
合計 資本金 

利益剰 

余金 
自己 

株式 
株主資 

本合計 

その他 

有価証 

券評価 

差額金 

土地 

再評価

差額金

評価・ 

換算差 

額等合 

計 

平成17年12月31日残高 
（百万円） 

1,368 △67 △1 1,300 20 12 33 1,364 2,698 

中間連結会計期間中の変動額                   

  中間純損失 － △808 － △808 － － － － △808 

  自己株式の取得 － － △0 △0 － － －  － △0 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

－ － － － △2 － △2 △262 △265 

中間連結会計期間中の変動額 
合計   （百万円） 

－ △808 △0 △808 △2 － △2 △262 △1,073 

平成18年６月30日残高 
（百万円） 

1,368 △875 △1 491 18 12 31 1,101 1,624 



   ③【中間連結貸借対照表】
 

  

  

次へ 

    
前中間連結会計期間末 

（平成17年6月30日現在） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年6月30日現在） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年12月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金  額 
（百万円） 

構成比

（％）
金  額
（百万円） 

構成比

（％）
金  額 
（百万円） 

構成比

（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

 1.現金及び預金     1,079     795     1,031   

 2.受取手形及び 

  営業未収金 
※2 
※4   892     943     1,057   

 3.たな卸資産     103     107     123   

 4.その他     259     265     289   

 5.貸倒引当金     △3     △1     △3   

  流動資産合計     2,332 15.3   2,109 15.4   2,499 16.9 

Ⅱ 固定資産                     

 1.有形固定資産 ※1                   

 （1）船舶 ※2 9,614     8,651     8,987     

 （2）建物及び構築物 ※2 543     364     512     

 （3）機械装置及び 
車両運搬具 

  85     102     84     

 （4）器具及び備品   29     23     24     

 （5）土地 ※2 1,494 11,768 77.0 1,170 10,311 75.5 1,482 11,091 74.9 

 2.無形固定資産                     

 （1）公共施設利用権   247     237     242     

 （2）その他   119 367 2.4 116 353 2.6 112 355 2.4 

 3.投資その他の資産                     

 （1）投資有価証券 ※2 504     531     555     

 （2）長期貸付金   138     132     136     

 （3）その他長期資産 ※2 256     299     247     

 （4）貸倒引当金   △91 808 5.3 △82 881 6.5 △83 856 5.8 

  固定資産合計     12,943 84.7   11,547 84.6   12,302 83.1 

資 産 合 計     15,275 100.0   13,657 100.0   14,802 100.0 
         



  

  

    
前中間連結会計期間末 

（平成17年6月30日現在） 
当中間連結会計期間末 

（平成18年6月30日現在） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成17年12月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金 額 
（百万円） 

構成比

（％）

金 額

（百万円） 
構成比

（％）

金 額 
（百万円） 

構成比

（％）

（負債の部）                     
Ⅰ 流動負債                     
 1.営業未払金     1,013     1,094     1,318   
 2.短期借入金 ※2   325     338     31   
 3.一年以内返済の 
  長期借入金 

※2   1,006     864     839   

 4.未払法人税等     14     15     27   
 5.その他     603     524     400   
 流動負債合計     2,963 19.4   2,837 20.8   2,617 17.7

Ⅱ 固定負債                     
 1.長期借入金 ※2   8,242     7,831     7,996   
 2.土地再評価に係る 
  繰延税金負債 

    9     9     9   

 3.繰延税金負債     168     147     159   
 4.引 当 金                     
 （1）退職給付引当金   1,305     1,156     1,270     
 （2）特別修繕引当金   4 1,310   6 1,162   5 1,275   
 5.その他     75     44     45   
 固定負債合計     9,806 64.2   9,195 67.3   9,486 64.1

負 債 合 計     12,770 83.6   12,032 88.1   12,103 81.8

（少数株主持分）                     
少数株主持分     1,423 9.3   － －   1,364 9.2

（資本の部）                     
Ⅰ 資 本 金     1,368 9.0   － －   1,368 9.2

Ⅱ 利益剰余金     △314 △2.1   － －   △67 △0.4
Ⅲ 土地再評価差額金     12 0.1   － －   12 0.1

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

    14 0.1   － －   20 0.1

Ⅴ 自己株式     △1 △0.0   － －   △1 △0.0
資 本 合 計     1,081 7.1   － －   1,333 9.0

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

    15,275 100.0   － －   14,802 100.0

        
（純資産の部）                     
Ⅰ 株主資本                     
 1.資本金     － －   1,368 10.0   － －

 2.利益剰余金     － －   △875 △6.4   － －

 3.自己株式     － －   △1 △0.0   － －

  株主資本合計     － －   491 3.6   － －

Ⅱ 評価・換算差額等                     
 1.その他有価証券 
  評価差額金 

    － －   18 0.1   － －

 2.土地再評価差額金     － －   12 0.1   － －

  評価・換算差額等 
  合計 

    － －   31 0.2   － －

Ⅲ 少数株主持分     － －   1,101 8.1   － －

純資産合計     － －   1,624 11.9   － －

負債純資産合計     － －   13,657 100.0   － －
        



   ④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
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前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度の要約 
連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 

番号 
金  額 
（百万円） 

金  額 
（百万円） 

金  額 
（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・ 
フロー 

        

  税金等調整前中間（当期）純損失   △512 △1,080 △323 

  減価償却費   550 541 1,100 

  持分法による投資損益（益：△）   7 20 △25 

  減損損失   － 438 － 

  有形固定資産除却損   100 0 110 

  有形固定資産売却損   － 0 73 

  貸倒引当金の減少額   △3 △2 △11 

  退職給付引当金の減少額   △171 △113 △206 

  受取利息及び受取配当金   △6 △6 △8 

  支払利息   123 110 241 

  売上債権の増減額（増加：△）   △19 114 △184 

  たな卸資産の増減額（増加：△）   10 15 △9 

  仕入債務の増減額（減少：△）   225 △223 530 

  その他   △11 15 △166 

小        計   292 △168 1,117 

  利息及び配当金の受取額   9 6 10 
  利息の支払額   △124 △120 △241 
  法人税等の支払額   △39 △22 △32 
  法人税等の還付額   － 8 － 

営業活動によるキャッシュ・フロー   138 △295 854 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・ 

  フロー 
        

  有形固定資産の取得による支出   △35 △93 △137 

  有形固定資産の売却による収入   14 0 112 

  無形固定資産の取得による支出   △6 △9 △54 

  投資有価証券の取得による支出   － △3 △0 

  貸付による支出   △20 △17 △41 

  貸付金の回収による収入   10 16 35 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △37 △107 △85 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・ 

  フロー 
        

  短期借入金の純増減額 

  （減少：△） 
  300 307 6 

  長期借入による収入   66 260 229 

  長期借入金の返済による支出   △407 △399 △983 

  少数株主からの払込みによる収入   － － 10 
  少数株主への配当金の支払額   △57 △1 △57 
  その他   － － △18 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △99 165 △815 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 

  換算差額 
  － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 
  （減少：△） 

  1 △236 △46 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   1,076 1,029 1,076 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末 
  （期末）残高 

※1 1,077 792 1,029 

    



〔継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況〕 
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前中間連結会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

  
前連結会計年度において、提出会

社は、「経営改善計画」に基づき、

株式会社商船三井並びに株式会社三

井住友銀行を割当先とする25億9千9

百万円の第三者割当増資を完了し、

また、同日付で、株式会社三井住友

銀行から借入金14億円について債務

免除を受け、債務超過の状態を解消

しました。 
しかしながら、当中間連結会計期

間においても、営業損失の発生が継

続している状況にあるため、継続企

業の前提に関する重要な疑義が存在

しております。 
提出会社は、平成16年1月23日開催

の取締役会において、経常損益の黒

字化を達成すべく、平成16年度から

平成20年度までの5年間を実施期間と

する「経営改善計画」を策定し、前

事業年度より実行しておりますが、

前事業年度におきましては、営業損

益、経常損益とも黒字化を達成して

おり、引続き当該計画の着実な達成

に向け、損益基盤と財務体質の改善

に努める所存です。 
  
 なお、中間連結財務諸表は継続企

業を前提として作成されており、こ

のような重要な疑義の影響を中間連

結財務諸表には反映しておりませ

ん。 

  
提出会社は、平成16年度におい

て、株式会社商船三井並びに株式会

社三井住友銀行を割当先とする第三

者割当増資を実施し、また、株式会

社三井住友銀行による債務免除を受

け、債務超過の状態を解消するとと

もに、平成20年度までの5年間を実

施期間とする「経営改善計画」を策

定、実行してきました。 
しかしながら、その後の経営成績

は燃料油価格の高騰により計画を下

回るものとなっており、当中間連結

会計期間においても、多額の営業損

失及び中間純損失を計上している状

況にあるため、継続企業の前提に関

する重要な疑義が存在しておりま

す。 
提出会社は、運賃値上げ、及び燃

料油価格変動調整金の導入等の対応

策を実施することとし、平成17年12

月27日開催の取締役会において、従

来の計画を一部修正した「修正改善

計画」を策定、実行しており、商船

三井グループのフェリー会社の1社

として、引続き同社の支援のもと、

当該計画の着実な達成に向け、損益

基盤と財務体質の改善に努める所存

です。 
  
なお、中間連結財務諸表は継続企

業を前提として作成されており、こ

のような重要な疑義の影響を中間連

結財務諸表には反映しておりませ

ん。 
  

 

前連結会計年度において、提出会

社は、株式会社商船三井並びに株式

会社三井住友銀行を割当先とする25

億9千9百万円の第三者割当増資を完

了し、また、株式会社三井住友銀行

から借入金14億円について債務免除

を受け、債務超過の状態を解消しま

した。 

当連結会計年度においては営業利

益を計上しておりますが、経常損失

及び当期純損失の発生が継続してい

る状況にあるため、継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在しており

ます。 

提出会社は、平成16年度から平成

20年度までの5年間を実施期間とす

る「経営改善計画」を策定、実行し

ており、営業損益、経常損益とも黒

字化を達成しておりますが、燃料油

価格の高騰により、計画に比べ減益

となっております。このため、運賃

値上げ、及び燃料油価格変動調整金

の導入等の対応策を実施することと

し、平成17年12月27日開催の取締役

会において、従来の計画を一部修正

した「修正改善計画」を策定してお

り、引続き当該計画の着実な達成に

向け、損益基盤と財務体質の改善に

努める所存です。 

  

なお、連結財務諸表は継続企業を

前提として作成されており、このよ

うな重要な疑義の影響を連結財務諸

表には反映しておりません。 
  



〔中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項〕
 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日） 

  
1.連結の範囲に関する事項 
  
（1）連結子会社の数 9社 
  連結子会社の名称 
  関汽商事㈱、㈱関汽交通社、関
汽運輸㈱、別府ポートサービス
㈱、播淡聯絡汽船㈱、明岩海峡
フェリー㈱、明石フェリー㈱、
㈱関汽トラベルエージェンシ
ー、明淡高速船㈱ 

   

  
1.連結の範囲に関する事項 
  
（1）連結子会社の数 8社 
  連結子会社の名称 
  関汽商事㈱、㈱関汽交通社、関
汽運輸㈱、別府ポートサービス
㈱、播淡聯絡汽船㈱、明岩海峡
フェリー㈱、明石フェリー㈱、
明淡高速船㈱ 

  
     
   

1.連結の範囲に関する事項 
  
（1）連結子会社の数   8社 

同  左 

  

  

  

   前連結会計年度において連結

子会社でありました㈱関汽トラ

ベルエージェンシーは、会社清

算結了により連結子会社から除

外しております。 
  

（2）非連結子会社の名称等 
  非連結子会社…㈱ケイ・マリン
ズ 

  （連結の範囲から除いた理由） 
   非連結子会社の総資産、売上
高、中間純損益及び利益剰余金
は、いずれも少額であり、全体
としても中間連結財務諸表に重
要な影響を及ぼしていないため
連結の範囲から除外しておりま
す。 

  

（2）非連結子会社の名称等
  非連結子会社…㈱ケイ・マリン
ズ 

  （連結の範囲から除いた理由） 
    
   同  左 
  

（2）非連結子会社の名称等 
  非連結子会社…㈱ケイ・マリン
ズ 

  （連結の範囲から除いた理由） 
   非連結子会社の総資産、売上
高、当期純損益及び利益剰余金
は、いずれも少額であり、全体
としても連結財務諸表に重要な
影響を及ぼしていないため連結
の範囲から除外しております。 

  

2.持分法の適用に関する事項 
  
（1）持分法を適用した非連結子会社 

1社 
子会社名 
 ㈱ケイ・マリンズ 

  
（2）持分法を適用した関連会社 

3社 
関連会社名 
 高松商運㈱ 
 明石大橋総合サービス㈱ 
 高松エクスプレス㈱ 

  

2.持分法の適用に関する事項
  
（1）持分法を適用した非連結子会社 

1社 
子会社名 
 同  左 

  
（2）持分法を適用した関連会社 

3社 
関連会社名 
 同  左 

  

2.持分法の適用に関する事項 
  
（1）持分法を適用した非連結子会社 

1社 
子会社名 
 同  左 

  
（2）持分法を適用した関連会社 

3社 
関連会社名 
 同  左 

  

3.連結子会社の中間決算日等に関す
る事項 
  連結子会社の中間決算日は6月30
日であり、中間連結財務諸表提出
会社と一致しております。 
  

3.連結子会社の中間決算日等に関す
る事項 
   

同  左 

3.連結子会社の事業年度等に関する
事項 
  連結子会社の決算日は12月31日
であり、連結財務諸表提出会社と
一致しております。 
  



  

  次へ 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日） 

  
4.会計処理基準に関する事項 
（1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 
 ①有価証券 
  その他有価証券 
   時価のあるもの 
    中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法、売却原価は移

動平均法） 
   時価のないもの 
    移動平均法による原価法 
  

  
4.会計処理基準に関する事項 
（1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 
 ①有価証券 
  その他有価証券 
   時価のあるもの 
      同  左 
   
   
   
   時価のないもの 
      同  左 
  

 

4.会計処理基準に関する事項 
（1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 
 ①有価証券 
  その他有価証券 
   時価のあるもの 
    決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資

本直入法、売却原価は移動平

均法） 
   時価のないもの 
      同  左 
  

 ②たな卸資産 
  イ.評価基準…原価基準 
  ロ.評価方法…燃料油は最終仕

入原価法、その

他は主として個

別法 
  

 ②たな卸資産

   
      同  左 
  

 ②たな卸資産

   
      同  左 
  

（2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 
 ①有形固定資産 
  イ. 船舶 
     定額法 
     なお、耐用年数は18年で

あります。 

（2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 
 ①有形固定資産 
  イ. 船舶 
  
      同  左 
  

（2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 
 ①有形固定資産 
  イ. 船舶 
  
      同  左 
  

  ロ. その他の有形固定資産 
     定率法 

 但し、平成10年4月1日

以降取得の建物について

は、定額法を採用してお

ります。 
 また、建物について

は、平成10年度の税制改

正により耐用年数の短縮

が行われておりますが、

改正前の耐用年数を継続

して適用しております。 
 なお、主な耐用年数は

次のとおりであります。 
     建物及び構築物 
            3～65年 
     機械装置及び車両運搬具 
            2～17年 
  

  ロ. その他の有形固定資産

      
  
      同  左 

  ロ. その他の有形固定資産 
  

  
      同  左 

 ②無形固定資産 
   定額法 
   なお、ソフトウェアについて

は社内における利用可能期間

（5年）に基づく定額法によっ

て償却しております。 
  

 ②無形固定資産

  
      同  左 

 ②無形固定資産 
  
      同  左 



  

  次へ 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日） 

  
（3）重要な引当金の計上基準 
 ①貸倒引当金 
   債権の貸倒に備えるため、一

般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 
  

  
（3）重要な引当金の計上基準 
 ①貸倒引当金 
    
      同  左 

 

（3）重要な引当金の計上基準 
 ①貸倒引当金 
   
      同  左 

 ②退職給付引当金 
   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務（簡便法）及び年

金資産の見込額に基づき、当中

間連結会計期間末において発生

していると認められる額を計上

しております。 
   なお、会計基準変更時差異に

ついては、15年による按分額を

費用処理しております。 
  

 ②退職給付引当金

     
      同  左 

 ②退職給付引当金 
   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務（簡便法）及び年

金資産に基づき計上しておりま

す。 
   なお、会計基準変更時差異に

ついては、15年による按分額を

費用処理しております。 

 ③特別修繕引当金 
   船舶安全法による船舶の定期

検査工事費用の支出に充てるた

め、将来の修繕見積額に基づき

計上しております。 
  

 ③特別修繕引当金

    
      同  左 

  

 ③特別修繕引当金 
    
      同  左 
  

（4）収益及び費用の計上基準 
   貨物運賃並びに自動車航送運

賃は積切時、船客運賃は乗船時

に収益に計上しており、又、運

航費はこれに対応して貨物、自

動車の揚切時及び船客の下船時

までのものを計上し、船費並び

に借船料は発生主義により計上

しております。 
  

（4）収益及び費用の計上基準

    
      同  左 
  

（4）収益及び費用の計上基準 
    
      同  左 
  

（5）重要なリース取引の処理方法 
   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 
  

（5）重要なリース取引の処理方法

    
      同  左 
  

（5）重要なリース取引の処理方法

    
      同  左 
  

（6）その他中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項 
   消費税等の会計処理の方法 
    消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によってお

ります。 
  

（6）その他中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項 
   消費税等の会計処理の方法 
  
      同  左 
  

（6）その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項 
   消費税等の会計処理の方法 
  
      同  左 
  



  
  
  次へ 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日） 

5.中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 
  中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随時引出

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から3ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 
  

5.中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 
  
      同  左 
  

5.連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲 
  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引出可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら3ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。 



  

  次へ 

〔中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更〕 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日） 

  
  
  
  

―――― 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

―――― 

  
（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、「固定

資産の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年8月9日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 企業会計基

準適用指針第6号 平成15年10月31

日）を適用しております。 

これにより、税金等調整前中間純

損失が438百万円増加しております。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき、各資産の金額から直接控

除しております。 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準委員会

企業会計基準第5号 平成17年12月9

日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 企業会

計基準適用指針第8号 平成17年12月

9日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する

金額は、523百万円であります。 

なお、中間連結財務諸表規則の改

正により、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の純資産の

部については、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。 
  

  
  
  

―――― 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

―――― 



〔表示方法の変更〕
 

  

  

  次へ 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

  
  

―――― 
  
  
  
  
  

―――― 
  

 

 前中間連結会計期間まで営業外収益の「その他」に含

めて表示しておりました「業務分担金」（前中間連結会

計期間4百万円）は、営業外収益の総額の10/100超である

ため、当中間連結会計期間より区分掲記しております。 
  
 前中間連結会計期間まで営業外費用の「その他」に含

めて表示しておりました「持分法による投資損失」（前

中間連結会計期間7百万円）は、営業外費用の総額の

10/100超であるため、当中間連結会計期間より区分掲記

しております。 
  



〔注記事項〕
 

（中間連結損益計算書関係） 

  
  次へ 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日） 

  
※1.一般管理費の主要な項目及びそ
の金額は次のとおりでありま
す。 

  
※1.一般管理費の主要な項目及びそ
の金額は次のとおりでありま
す。 

※1.一般管理費の主要な項目及びそ
の金額は次のとおりでありま
す。 

 （1）役員報酬及び 
従業員給与 368百万円 

 （1）役員報酬及び
従業員給与 252百万円 

（1）役員報酬及び 
従業員給与 616百万円 

 （2）減価償却費 31百万円  （2）減価償却費 26百万円  （2）減価償却費 65百万円 
 （3）退職給付費用 34百万円  （3）退職給付費用 43百万円  （3）退職給付費用 77百万円 
 （4）資産維持費 52百万円  （4）資産維持費 41百万円  （4）資産維持費 92百万円 
            
  
  
  
  
  
  

―――― 

  

※2.減損損失 

当中間連結会計期間において、当

社グループは以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しておりま

す。 

  

場所：兵庫県明石市及び 

   兵庫県淡路市 

用途：事業用資産（賃貸不動産） 

種類：建物及び構築物、土地 

  

当社グループは、原則として、継

続的に収支の把握を行っている管理

会計上の区分（事業別、会社別）を

単位としてグルーピングを行ってお

ります。 

上記の事業用資産については、営

業活動から生ずる損益が継続してマ

イナスであるため、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額438

百万円を減損損失として特別損失に

計上しております。 

なお、回収可能価額は不動産鑑定

評価額に基づく正味売却価額により

測定しております。 

  

減損損失の内訳 

 建物及び構築物 126百万円 

 土地      311百万円 

  

  
  
  
  
  
  

―――― 

  

  
――― 

  

  

――― 

※3.固定資産売却損の内容は次のと

おりであります。 
   船舶      60百万円 
   建物及び土地  12百万円 
  



（中間連結株主資本等変動計算書関係）
 

  

  

  次へ 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日） 

  

  

  

1.発行済株式の種類及び総数並びに自

己株式の種類及び株式数に関する事

項 

  

――― 
  発行済株式 自己株式

（普通株式） （普通株式）

（株） （株） 

前連結会
計年度末
株式数 

39,531,200 4,767

当 中間連
結会計期
間増加株
式数 

－ 128

当中間連
結会計期
間減少株
式数 

－ －

当中間連
結会計期
間末株式
数 

39,531,200 4,895

――― 

  
 自己株式の増加は、単元未満株式の

買取によるものであります。 

  
  



（中間連結貸借対照表関係） 

  
  次へ 

  

前中間連結会計期間末 

（平成17年６月30日現在） 
当中間連結会計期間末 

（平成18年６月30日現在） 
前連結会計年度 

（平成17年12月31日現在） 

※1.有形固定資産の減価償却累計額 ※1.有形固定資産の減価償却累計額 ※1.有形固定資産の減価償却累計額 

  14,641百万円   15,486百万円   14,967百万円 
        
※2.担保資産及び担保付債務 
 （1）担保に供している資産 

※2.担保資産及び担保付債務 
 （1）担保に供している資産 

※2.担保資産及び担保付債務 
 （1）担保に供している資産 

受取手形 35百万円
船    舶 9,002百万円
建    物 115百万円
土    地 11百万円
投資有価証券 173百万円
その他 
長期資産 11百万円

計 9,351百万円

  
受取手形 33百万円
船    舶 8,215百万円
建    物 135百万円
投資有価証券 299百万円
その他 
長期資産 11百万円

計 8,695百万円

受取手形 31百万円
船    舶 8,553百万円
建    物 137百万円
投資有価証券 312百万円
その他
長期資産 11百万円

計 9,046百万円

 （2）担保付債務  （2）担保付債務  （2）担保付債務 

短期借入金 300百万円
一年以内返済の 
長期借入金 997百万円

長期借入金 8,205百万円

計 9,503百万円

短期借入金 300百万円
一年以内返済の
長期借入金 864百万円

長期借入金 7,803百万円

計 8,968百万円

一年以内返済の 
長期借入金 839百万円

長期借入金 7,968百万円

計 8,808百万円

3.保証債務 
   高松エクスプレス㈱のリース
契約による支払債務177百万円に
対し、当社を含め2社連帯の保証
を行っております。 

3.保証債務
   高松エクスプレス㈱のリース
契約による支払債務 135 百万円
に対し、当社を含め2社連帯の保
証を行っております。 
  

3.保証債務
   高松エクスプレス㈱のリース
契約による支払債務173百万円に
対し、当社を含め2社連帯の保証
を行っております。 
  

  
  
  

――― 

  
  
  

――― 

※4.連結会計年度末日満期手形の会
計処理については、当連結会計
年度末日は金融機関の休日であ
りましたが、満期日に決済が行
われたものとして処理しており
ます。当連結会計年度末日満期
手形は次のとおりであります。 

            受取手形 10百万円 
      



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  

  

  次へ 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

  

※1. 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

  （平成17年6月30日現在） 

  

※1. 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

  （平成18年6月30日現在） 

  

※1. 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

  

 （平成17年12月31日現在） 

現金及び預金勘定 1,079百万円

預金期間が3ヶ月を 

超える定期預金 
△2百万円

現金及び現金同等物 1,077百万円

  

現金及び預金勘定 795百万円 

預金期間が3ヶ月を 

超える定期預金 
△2百万円 

現金及び現金同等物 792百万円 

現金及び預金勘定 1,031百万円

預金期間が3ヶ月を 

超える定期預金 
△2百万円

現金及び現金同等物 1,029百万円



（リース取引関係）
 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 1.リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 1.リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 1.リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  機械装置 
及び車両 
運搬具 
（百万円） 

器具及び備品 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

取得価
額相当
額 

22 112 134 

減価償
却累計
額相当
額 

19 11 30 

中間期
末残高
相当額 

3 100 103 

  機械装置

及び車両 
運搬具 
（百万円） 

器具及び備品

（百万円） 
合計

（百万円） 

取得価
額相当
額 

7 112 119 

減価償
却累計
額相当
額 

3 30 34 

中間期
末残高
相当額 

3 81 85 

  機械装置

及び車両 
運搬具 
（百万円） 

器具及び備品 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

取得価
額相当
額 

4 112 116 

減価償
却累計
額相当
額 

3 21 24 

期末残
高相当
額 

1 90 92 

    

 2.未経過リース料中間期末残高相
当額 

 2.未経過リース料中間期末残高相
当額 

2.未経過リース料期末残高相当額

  1 年 内 21百万円     1 年 内 19百万円     1 年 内 19百万円   

  1 年 超 82百万円     1 年 超 65百万円     1 年 超 72百万円   

  合 計 103百万円     合 計 85百万円     合 計 92百万円   

  

なお、取得価額相当額及び未経

過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定して

おります。 

  

  

  

同    左 

  

なお、取得価額相当額及び未経

過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

  

  

 3.支払リース料及び減価償却費相

当額 
 3.支払リース料及び減価償却費相

当額 
 3.支払リース料及び減価償却費相

当額 

  支払リース料 12百万円     支払リース料 9百万円     支払リース料 23百万円   

  減価償却費相当額 12百万円     減価償却費相当額 9百万円     減価償却費相当額 23百万円   

  

 4.減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

  

  

 4.減価償却費相当額の算定方法 

                 

同    左 

  

 4.減価償却費相当額の算定方法 

                 

同    左 



（有価証券関係） 
  
Ⅰ 前中間連結会計期間末（平成17年6月30日現在） 
 1. その他有価証券で時価のあるもの 

  

 2. 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

  
Ⅱ 当中間連結会計期間末（平成18年6月30日現在） 
 1. その他有価証券で時価のあるもの 

  

 2. 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

  
Ⅲ 前連結会計年度末（平成17年12月31日現在） 
 1. その他有価証券で時価のあるもの 

  

 2. 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  
  次へ 

  取得原価 
（百万円） 

中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差  額 
（百万円） 

株  式   5 12 7 
債  券 地方債 0 0 0

計 5 13 7 

 
 中間連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

その他有価証券   
  非上場株式 168

  取得原価 
（百万円） 

中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差  額 
（百万円） 

株  式   5 19 14 
債  券 地方債 0 0 0

計 5 19 14 

 
 中間連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

その他有価証券   
  非上場株式 169

  取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差  額 
（百万円） 

株  式   5 19 14 
債  券 地方債 0 0 0

計 5 20 14 

 
 連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

その他有価証券   
  非上場株式 169



（デリバティブ取引関係） 

    前中間連結会計期間（自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日） 

     当社及び連結子会社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

     

    当中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

     当社及び連結子会社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

     

    前連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

     当社及び連結子会社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

  

  

（ストック・オプション等関係） 

    当中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

     当社及び連結子会社はストック・オプション等を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

  

  



（セグメント情報） 
   【事業の種類別セグメント情報】 
  前中間連結会計期間（自 平成17年1月1日 至 平成17年6月30日） 

  
  当中間連結会計期間（自 平成18年1月1日 至 平成18年6月30日） 

  
  前連結会計年度（自 平成17年1月1日 至 平成17年12月31日） 

（注）1.事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業 

役務提供の性格及び販売物を勘案し、類似性あるものを各々の事業区分にとりまとめております。 

また、これら事業区分に属する主要な事業は次のとおりであります。 

  
   2.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 
  
   【所在地別セグメント情報】 
  
      前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社

及び在外支店がないため、該当事項はありません。 
  
   【海外売上高】 
  
      前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、海外売上高がないため該当事項はありませ

ん。 
  次へ 

  
海上運送業 
（百万円） 

飲食業・ 
商品販売業 
（百万円） 

その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連 結 
（百万円） 

売  上  高             
（1）外部顧客に対する売上高 5,001 588 488 6,078 －  6,078 

（2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

140 96 191 428 （428） － 

計 5,142 684 680 6,507 （428） 6,078

営 業 費 用 5,451 715 669 6,836 （439） 6,396

営業損（△）益 △309 △30 10 △329 （△11） △317

  
海上運送業 
（百万円） 

飲食業・ 
商品販売業 
（百万円） 

その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連 結 
（百万円） 

売  上  高             
（1）外部顧客に対する売上高 5,254 545 361 6,161 － 6,161 

（2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

143 82 199 425 （425） － 

計 5,397 627 561 6,587 （425） 6,161

営 業 費 用 5,927 626 575 7,129 （436） 6,693

営業損（△）益 △529 1 △14 △542 （△10） △531

  
海上運送業 
（百万円） 

飲食業・ 
商品販売業 
（百万円） 

その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連 結 
（百万円） 

売  上  高             
（1）外部顧客に対する売上高 10,683 1,261 991 12,937 － 12,937 

（2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

316 191 386 894 （894） － 

計 11,000 1,453 1,378 13,831 （894） 12,937

営 業 費 用 10,992 1,466 1,374 13,833 （916） 12,917

営業損（△）益 7 △13 3 △1 （△21） 20

事業区分 主 要 な 事 業 

海 上 運 送 業 自動車航送事業、旅客輸送事業、海上輸送附属施設賃貸業、船舶貸渡業 

飲食業・商品販売業 飲食業、商品販売業 

そ の 他 事 業 陸上運送業、海空運代理店業、旅行斡旋業 



（一株当たり情報）
 

  

（注1）１株当たり中間（当期）純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（注2）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

  
  
（重要な後発事象） 
   該当事項はありません。 

  

  

前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日） 

1株当たり純資産額 27.35円 1株当たり純資産額 13.24円 1株当たり純資産額 33.74円 

1株当たり中間純損失 11.70円 1株当たり中間純損失 20.45円 1株当たり当期純損失 5.47円 

 なお、潜在株式調整後1株当たり中

間純利益については、潜在株式がな

いため記載しておりません。 
  

 なお、潜在株式調整後1株当たり中

間純利益については、潜在株式がな

いため記載しておりません。 
  

 なお、潜在株式調整後1株当たり当

期純利益については、潜在株式がな

いため記載しておりません。 
  

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

中間（当期）純損失 （百万円） 462 808 216 

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期） 

純損失 
（百万円） 462 808 216 

期中平均株式数 （千株） 39,526 39,526 39,526 

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

純資産の部の合計額 （百万円） － 1,624 － 

純資産の部の合計額から控除する金額       

少数株主持分 （百万円） － 1,101 － 

普通株式に係る中間期末 

（期末）の純資産額 
（百万円） － 523 － 

中間期末（期末）の普通株式の数 （千株） － 39,526 － 



  （2）【その他】
 

     該当事項はありません。 



 ２【中間財務諸表等】 

  （1）【中間財務諸表】 

   ①【中間損益計算書】 

  

    
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
 至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 

番号 
金  額 
（百万円） 

百分比
（％）

金  額
（百万円） 

百分比
（％）

金  額 
（百万円） 

百分比
（％） 

Ⅰ 海運業収益
 

 
 

   4,968 98.5    5,264 99.8    10,668 98.7

Ⅱ 海運業費用
 

※1
 

  4,656 92.3  5,314 100.7   9,567 88.5

  海運業利益
   

  312 6.2  － －   1,101 10.2

  海運業損失
   

  － －  50 0.9   － －

Ⅲ その他事業収益
   

  78 1.6  11 0.2   140 1.3

Ⅳ その他事業費用
 

 
 

  72 1.5  14 0.3   137 1.3

  その他事業利益
   

   5 0.1    － －    3 0.0

  その他事業損失
   

  － －  2 0.1   － －

  営業総利益
   

  317 6.3  － －   1,104 10.2

  営業総損失
 

 
 

  － －  52 1.0   － －

Ｖ 一般管理費
 

※1
 

  541 10.7  460 8.7   1,006 9.3

  営業利益     － －  － －   98 0.9

  営業損失     223 4.4  513 9.7   － －

Ⅵ 営業外収益
 

※2
 

  112 2.2  61 1.2   178 1.7

Ⅶ 営業外費用
 

※3  125 2.5 114 2.2  268 2.5

  経常利益
 

 
 

 
 

－
 

－  － －  
 

9
 

0.1

  経常損失
 

 
 

 
 

236
 

4.7  567 10.7  
 

－
 

－

Ⅷ 特別損失
 

※4
 

  100 2.0  － －   139 1.3

税引前中間 
（当期）純損失 

 
 

  337 6.7  567 10.7   130 1.2

法人税、住民税 
及び事業税 

 
 

  4 0.1  4 0.1   9 0.1

中間（当期） 

純損失 
 
 

  342 6.8  571 10.8   139 1.3

  前期繰越損失
 

 
 

  1,226   －    1,226  

  中間（当期） 
  未処理損失 

 
 

  1,568   －    1,366  

           



   ②【中間株主資本等変動計算書】 

     当中間会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 
  

  

  

  

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産
合計 資本金 

利益剰 
余金 

自己
株式 

株主資
本合計 

その他
有価証 
券評価 
差額金 

土地
再評価 
差額金 

評価・ 
換算差 
額等合 
計 

その他利
益剰余金 
繰越利益
剰余金 

平成17年12月31日残高 
（百万円） 

1,368 △1,366 △1 1 1 12 14 15 

中間会計期間中の変動額                 

  中間純損失 － △571 － △571 － － － △571 

  自己株式の取得 － － △0 △0 － － － △0 

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額（純額） 

－ － － － 0 － 0 0 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ △571 △0 △571 0 － 0 △571 

平成18年６月30日残高 
（百万円） 

1,368 △1,937 △1 △569 1 12 14 △555 



   ③【中間貸借対照表】
 

  
  

  次へ 

    
前中間会計期間末 

（平成17年６月30日現在） 
当中間会計期間末 

（平成18年６月30日現在） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成17年12月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金  額 

（百万円） 

構成比

（％）

金  額 

（百万円） 

構成比

（％）

金  額 

（百万円） 

構成比

（％）

（資産の部）                  

Ⅰ 流動資産              
 

 
 

 

 1.現金及び預金   480     342    273
 

 
 

 

 2.受取手形 
※2 

※4 
55     53    47

 
 
 

 

 3.海運業未収金   705     807    896
 

 
 

 

 4.その他事業未収金   38     14    30
 

 
 

 

 5.貯蔵品   63     78    77
 

 
 

 

 6.その他 ※5 562     515    572
 

 
 

 

 7.貸倒引当金   △3     △1    △3
 

 
 

 

  流動資産合計     1,904 15.8  1,811 16.4  
 
1,893

 
16.5

Ⅱ 固定資産            
 

 
 

 

 1.有形固定資産 ※1          
 

 
 

 

（1）船   舶 ※2 9,031    8,278   8,584
 

 
 

 

（2）その他 ※2 275    256   261
 

 
 

 

計   9,306    8,535   8,845
 

 
 

 

 2.無形固定資産   307    295   296
 

 
 

 

 3.投資その他の資産                 

 （1）投資有価証券 ※2 634    590   590    

（2）その他長期資産 ※2 695    634   646    

 （3）貸倒引当金   △828    △823   △828    

計   501    401   407    

  固定資産合計     10,115 84.2  9,231 83.6   9,549 83.5

資産合計     12,020 100.0  11,043 100.0   11,443 100.0

            



  
  次へ 

    
前中間会計期間末 

（平成17年６月30日現在） 
当中間会計期間末

（平成18年６月30日現在）

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成17年12月31日現在） 

区分 
注記

番号

金  額 
（百万円） 

構成比

（％）

金  額

（百万円） 
構成比

（％） 
金  額 
（百万円） 

構成比

（％） 
（負債の部）             

Ⅰ 流動負債              
 1.海運業未払金   866  977    1,099     
 2.その他事業未払金   11   4   12    
 3.短期借入金 ※2 450   500   －    
 4.一年以内返済の 
  長期借入金 

※2 994   855   830    

 5.その他 ※5 421   334   283    
  流動負債合計     2,743 22.8  2,672 24.2   2,226 19.5

Ⅱ 固定負債                
 1.長期借入金 ※2 8,204    7,794   7,959    
 2.土地再評価に係る 
  繰延税金負債 

  9    9   9    

 3.退職給付引当金   1,217    1,087   1,197    
 4.その他   32    34   35    
  固定負債合計     9,463 78.8  8,926 80.8   9,201 80.4

負債合計     12,207 101.6  11,599 105.0   11,427 99.9

（資本の部）                
Ⅰ 資本金     1,368 11.4  － －   1,368 11.9

Ⅱ 利益剰余金                
 1.中間（当期） 
  未処理損失 

  1,568    －   1,366    

  利益剰余金合計     △1,568 △13.1  － －   △1,366 △11.9

Ⅲ 土地再評価差額金     12 0.1  － －   12 0.1

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

    0 0.0  － －   1 0.0

Ⅴ 自己株式     △1 △0.0  － －   △1 △0.0

資本合計     △187 △1.6  － －   15 0.1

負債及び資本合計     12,020 100.0  － －   11,443 100.0
      

（純資産の部）              
Ⅰ 株主資本              
 1.資本金    － －  1,368 12.4   － －

 2.利益剰余金              
 （1）その他利益 
   剰余金 

              

   繰越利益剰余金   －   △1,937   －    
  利益剰余金合計    － －  △1,937 △17.5   － －

 3.自己株式    － －  △1 △0.0   － －

  株主資本合計    － －  △569 △5.1   － －

Ⅱ 評価・換算差額等              
 1.その他有価証券 
  評価差額金 

   － －  1 0.0   － －

 2.土地再評価差額金    － －  12 0.1   － －

  評価・換算差額等 
  合計 

   － －  14 0.1   － －

純資産合計    － －  △555 △5.0   － －

負債純資産合計    － －  11,043 100.0   － －
      



〔継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況〕 

  
  
  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

  
当社は、前事業年度において、

「経営改善計画」に基づき、株式会

社商船三井並びに株式会社三井住友

銀行を割当先とする25億9千9百万円

の第三者割当増資を完了し、また、

同日付で、株式会社三井住友銀行か

ら借入金14億円について債務免除を

受け、債務超過の状態を解消しまし

た。 
しかしながら、当中間会計期間に

おいて、中間純損失を計上した結

果、債務超過の状態となり、継続企

業の前提に関する重要な疑義が存在

しております。 
当社は、平成16年1月23日開催の

取締役会において、経常損益の黒字

化を達成すべく、平成16年度から平

成20年度までの5年間を実施期間と

する「経営改善計画」を策定し、前

事業年度より実行しておりますが、

前事業年度におきましては、営業損

益、経常損益とも黒字化を達成して

おり、引続き当該計画の着実な達成

に向け、損益基盤と財務体質の改善

に努める所存です。 
  
なお、中間財務諸表は継続企業を

前提として作成されており、このよ

うな重要な疑義の影響を中間財務諸

表には反映しておりません。 
  

  

  
当社は、平成16年度において、株

式会社商船三井並びに株式会社三井

住友銀行を割当先とする第三者割当

増資を実施し、また、株式会社三井

住友銀行による債務免除を受け、債

務超過の状態を解消するとともに、

平成20年度までの5年間を実施期間と

する「経営改善計画」を策定、実行

してきました。 
しかしながら、その後の経営成績

は燃料油価格の高騰により計画を下

回るものとなっており、当中間会計

期間においても中間純損失を計上

し、債務超過の状況にあるため、継

続企業の前提に関する重要な疑義が

存在しております。 
当社は、運賃値上げ、及び燃料油

価格変動調整金の導入等の対応策を

実施することとし、平成17年12月27

日開催の取締役会において、従来の

計画を一部修正した「修正改善計

画」を策定、実行しており、商船三

井グループのフェリー会社の1社とし

て、引続き同社の支援のもと、当該

計画の着実な達成に向け、損益基盤

と財務体質の改善に努める所存で

す。 
  
なお、中間財務諸表は継続企業を

前提として作成されており、このよ

うな重要な疑義の影響を中間財務諸

表には反映しておりません。 
  
  
  
  

 

当社は、前事業年度において、株

式会社商船三井並びに株式会社三井

住友銀行を割当先とする25億9千9百

万円の第三者割当増資を完了し、ま

た、株式会社三井住友銀行から借入

金14億円について債務免除を受け、

債務超過の状態を解消しました。 

当事業年度においては、資本準備

金12億9千9百万円を取崩し、損失処

理に充当しましたが、当期純損失の

発生が継続しており、当事業年度末

の利益剰余金は13億6千6百万円のマ

イナスとなっているため、引続き継

続企業の前提に関する重要な疑義が

存在しております。 

当社は、平成16年度から平成20年

度までの5年間を実施期間とする

「経営改善計画」を策定、実行して

おり、営業損益、経常損益とも黒字

化を達成しておりますが、燃料油価

格の高騰により、計画に比べ減益と

なっております。このため、運賃値

上げ、及び燃料油価格変動調整金の

導入等の対応策を実施することと

し、平成17年12月27日開催の取締役

会において、従来の計画を一部修正

した「修正改善計画」を策定してお

り、引続き当該計画の着実な達成に

向け、損益基盤と財務体質の改善に

努める所存です。 

  

なお、財務諸表は継続企業を前提

として作成されており、このような

重要な疑義の影響を財務諸表には反

映しておりません。 

  
  
  



〔中間財務諸表作成の基本となる重要な事項〕
 

  
  

  次へ 

前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日） 

  

1.資産の評価基準及び評価方法 

（1）有価証券 

  子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法、売却原価

は移動平均法） 

   時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

  

  

1.資産の評価基準及び評価方法 

（1）有価証券 

  子会社株式及び関連会社株式 

同  左 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

  

同  左 

  

  

   時価のないもの 

同  左 

  

1.資産の評価基準及び評価方法 

（1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同  左 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法、売却原価は移

動平均法） 

   時価のないもの 

同  左 

  

（2）たな卸資産 

①評価基準…原価基準 

②評価方法…燃料油は最終仕入

原価法、その他の

貯蔵品は個別法 

  

（2）たな卸資産 

  

同  左 

（2）たな卸資産 

  

同  左 

2.固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

   船舶は定額法によって償却

し、船舶以外の有形固定資産は

定率法によっております。 

   但し、平成10年4月1日以降取

得の建物については、定額法を

採用しております。 

   また、建物については、平成

10年度の税制改正により耐用年

数の短縮が行われております

が、改正前の耐用年数を継続し

て適用しております。 

   なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

    船舶        18年 

    建物及び構築物 ３～65年 

    機械装置及び 

    車両運搬具   ２～17年 

  

2.固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

    

      同  左 

2.固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

  

      同  左 

（2）無形固定資産 

   定額法によって償却しており

ます。 

   なお、ソフトウェアについて

は社内における利用可能期間（5

年）に基づく定額法によって償

却しております。 

  

（2）無形固定資産 

   

同  左 

  

（2）無形固定資産 

    

同  左 
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前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日） 

  
3.引当金の計上基準 
（1）貸倒引当金 
   債権の貸倒に備えるため、一

般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込額を計
上しております。 

  

  
3.引当金の計上基準 
（1）貸倒引当金 
     

同  左 
  

3.引当金の計上基準 
（1）貸倒引当金 
    

同  左 
  

（2）退職給付引当金 
   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職
給付債務（簡便法）及び年金資
産の見込額に基づき、当中間会
計期間末において発生している
と認められる額を計上しており
ます。 

   なお、会計基準変更時差異に
ついては、15年による按分額を
費用処理しております。 

  

（2）退職給付引当金
     
  

同  左 
  

（2）退職給付引当金 
   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職
給付債務（簡便法）及び年金資
産に基づき計上しております。 

   なお、会計基準変更時差異に
ついては、15年による按分額を
費用処理しております。 

  

（3）特別修繕引当金 
   船舶安全法による船舶の定期

検査工事費用の支出に充てるた
め、将来の修繕見積額に基づき
計上しております。 

  

（3）特別修繕引当金
    

同  左 
  

（3）特別修繕引当金 
    

同  左 
  

4.収益及び費用の計上基準 
  貨物運賃並びに自動車航送運賃
は積切時、船客運賃は乗船時に収
益に計上しており、又、運航費は
これに対応して貨物、自動車の揚
切時及び船客の下船時までのもの
を計上し、船費並びに借船料は発
生主義により計上しております。 
  

4.収益及び費用の計上基準
   

同  左 
  

4.収益及び費用の計上基準 
   

同  左 
  

5.リース取引の処理方法 
  リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっておりま
す。 
  

5.リース取引の処理方法
   

同  左 
  

5.リース取引の処理方法 
   

同  左 
  

6.その他中間財務諸表作成のための
基本となる重要な事項 
  消費税等の会計処理の方法 
   消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によっておりま
す。 

  

6.その他中間財務諸表作成のための
基本となる重要な事項 
  消費税等の会計処理の方法 
    

同  左 
  

6.その他財務諸表作成のための基本
となる重要な事項 
  消費税等の会計処理の方法 
    

同  左 
  



  

  次へ 

〔中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更〕 

前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日） 

  
  
  
  

―――― 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

―――― 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年8月9日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 企業会計基

準適用指針第6号 平成15年10月31

日）を適用しております 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 企業

会計基準第5号 平成17年12月9日）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 企業会計基

準適用指針第8号 平成17年12月9

日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する

金額は△555百万円であります。 

なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 
  

  
  
  

―――― 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

―――― 



（中間損益計算書関係）
 

  

  

（中間株主資本等変動計算書関係） 

  

  

  次へ 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日） 

  

※1.減価償却実施額 
      

  有形固定資産   473 百万円     475 百万円     948 百万円   

  無形固定資産   7 百万円     11 百万円     18 百万円   

  計     481 百万円     486 百万円     966 百万円   

                          

  

※2.営業外収益のうち 

  主なもの 
                        

   受取利息   6 百万円     6 百万円     13 百万円   

   受取配当金   46 百万円     9 百万円     46 百万円   

                          

  

※3.営業外費用のうち 

  主なもの 
                        

   支払利息   123 百万円     111 百万円     242 百万円   

                          

  

※4.特別損失 
                        

  固定資産除却損   100 百万円     － 百万円     109 百万円   

  関係会社株式評価損   － 百万円     － 百万円     30 百万円   

        

  
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日） 

  

1.自己株式の種類及び 

 株式数に関する事項 

      

自己株式の種類   普通株式   

前事業年度末株式数 ――― 4,544株 ――― 

当中間会計期間増加 

株式数 
  128株   

当中間会計期間減少 

株式数 
  －株   

当中間会計期間末 

株式数 
  4,672株   

    

 当中間会計期間の増加は

単元未満株式の買取による

ものであります。 

  

  



〔注記事項〕 

（中間貸借対照表関係） 

  

  次へ 

  
前中間会計期間末 

（平成17年６月30日現在） 
当中間会計期間末 

（平成18年６月30日現在） 
前事業年度 

（平成17年12月31日現在） 

  
※1.有形固定資産の減価償
却累計額 

  
      

   船   舶   12,745 百万円 13,669 百万円 13,205 百万円 
   そ の 他   573 百万円 561 百万円 550 百万円 
  計     13,318 百万円 14,231 百万円 13,756 百万円 
                      

        
※2.担保資産及び担保付債

務 
  

（1）担保に供している資産   

  流動資産   

    受取手形   35 百万円 33 百万円 31 百万円 
  有形固定資産          
    船   舶   9,002 百万円 8,215 百万円 8,553 百万円 
    そ の 他   104 百万円 100 百万円 102 百万円 
  投資その他の資産          
    投資有価証券   572 百万円 557 百万円 524 百万円 
    その他長期資産   11 百万円 11 百万円 11 百万円 
  計     9,727 百万円   8,919 百万円 9,224 百万円 
                            
（2）担保付債務          

短期借入金   450 百万円 500 百万円 － 百万円 
一年以内返済の 
長期借入金   994 百万円 855 百万円 830 百万円 

長期借入金   8,204 百万円 7,794 百万円 7,959 百万円 
  計     9,649 百万円   9,150 百万円 8,790 百万円 
        
3.保証債務  高松エクスプレス㈱の

リース契約による支払債

務177百万円に対し、当社

を含め2社連帯の保証を行

っております。 

 高松エクスプレス㈱の

リース契約による支払債

務135百万円に対し、当社

を含め2社連帯の保証を行

っております。 

 高松エクスプレス㈱の

リース契約による支払債

務173百万円に対し、当社

を含め2社連帯の保証を行

っております。 
    

※4.期末日満期手形の会計

処理 
  
  
  
  

  
  

―――――― 

 

  
―――――― 

 当事業年度末日は金融

機関の休日でありました

が、満期日に決済が行わ

れたものとして処理して

おります。 

 当事業年度末日満期手

形は次のとおりでありま

す。 
      受取手形  10百万円

    
※5.消費税等の取扱い 
  
  
  

 仮払消費税等及び仮受

消費税等は相殺のうえ、

流動負債の「その他」に

含めて表示しておりま

す。 

 仮払消費税等及び仮受

消費税等は相殺のうえ、

流動資産の「その他」に

含めて表示しておりま

す。 

  
  

―――――― 

    



（リース取引関係）
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前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

  
1.リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引 

（1）リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間
期末残高相当額 

  
1.リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引 

（1）リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間
期末残高相当額 

 
1.リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引 

（1）リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び期末
残高相当額 

  機 械 
装 置 
（百万円）

車 両 
運搬具 
（百万円）

器 具 
備 品 
（百万円）

合 計
（百万円）

取得価
額相当
額 

18 4 108 131 

減価償
却累計
額相当
額 

16 2 9 28 

中間期
末残高
相当額 

1 1 99 103 

  車 両
運搬具 
（百万円）

器 具
備 品 
（百万円）

合 計
（百万円）

取得価
額相当
額 

4 108 113 

減価償
却累計
額相当
額 

3 27 30 

中間期
末残高
相当額 

0 81 82 

  車 両
運搬具 
（百万円） 

器 具 
備 品 
（百万円） 

合 計
（百万円）

取得価
額相当
額

4 108 113 

減価償
却累計
額相当
額

3 18 21 

期末残
高相当
額

1 90 91 

      

（2）未経過リース料中間期末残高
相当額 

（2）未経過リース料中間期末残高
相当額 

（2）未経過リース料期末残高相当額 

  1年内 20百万円    1年内 18百万円     1年内 18百万円   

  1年超 82百万円    1年超 63百万円     1年超 72百万円   

  合 計 103百万円    合 計 82百万円     合 計 91百万円   

  

   なお、取得価額相当額及び未経

過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残高等

に占める割合が低いため、中間財

務諸表等規則第5条の3において準

用する財務諸表等規則第8条の6第

2項の規定に基づき、支払利子込

み法により算定しております。 
  

  
同   左 

  

 なお、取得価額相当額及び未経

過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が

低いため、財務諸表等規則第8条

の6第2項の規定に基づき、支払利

子込み法により算定しておりま

す。 

（3）支払リース料及び減価償却費
相当額 

（3）支払リース料及び減価償却費
相当額 

（3）支払リース料及び減価償却費
相当額 

  支払リース料 11百万円  支払リース料 9百万円   支払リース料 22百万円

  減価償却費相当額 11百万円  減価償却費相当額 9百万円   減価償却費相当額 22百万円

      
（4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存
価額を零とする定額法によってお
ります。 

  

（4）減価償却費相当額の算定方法
同   左 

（4）減価償却費相当額の算定方法
同   左 

2.オペレーティング・リース取引 
 未経過リース料 

2.オペレーティング・リース取引 
 未経過リース料 

2.オペレーティング・リース取引 
 未経過リース料 

  1年内 17百万円    
 

1年内 8百万円     1年内 7百万円   

  1年超 －百万円     1年超 －百万円     1年超 －百万円   

  合 計 17百万円     合 計 8百万円     合 計 7百万円   

          



（有価証券関係） 
  前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありませ

ん。 

（一株当たり情報） 
  中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

（重要な後発事象） 
  該当事項はありません。 

  

  

  

  



  

  （2）【その他】 

     該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。
 

 
 

（1）有価証券報告書及びその添付書類  
 事業年度

（第94期） 
（自 平成17年１月１日

至 平成17年12月31日） 
  

平成18年3月31日 
近畿財務局長に提出 

   
 
        

   
 
        



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 

  

  



独立監査人の中間監査報告書
 

 

平成17年9月27日

関西汽船株式会社 

取締役会  御中 

  

  

あずさ監査法人 
                           

  

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている関西汽

船株式会社の平成17年1月1日から平成17年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年1月1日から平成

17年6月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計

算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、関西汽船株式会社及び連結子会社の平成17年6月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成17年1月1日から平成17年6月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は営業損失の発生が継続している状況にあり、継続企業の前提に

関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継

続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間連結財務諸表には反映していない。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上

 

（※）上記は、半期報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）

が別途保管しています。 

指定社員 
公認会計士 日根野谷 正人 

業務執行社員 

      

指定社員 
公認会計士 奥 井 康 夫 

業務執行社員 



独立監査人の中間監査報告書
 

 

平成18年9月27日

関西汽船株式会社 

取締役会  御中 

  

あずさ監査法人 
                           

 
 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている関西汽

船株式会社の平成18年1月1日から平成18年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年1月1日から平成

18年6月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本

等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、関西汽船株式会社及び連結子会社の平成18年6月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成18年1月1日から平成18年6月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

1. 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は多額の営業損失及び中間純損失を計上している状況にあり、

継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中

間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間連結財務諸表には反映

していない。 

2. 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当中間連結会計期

間から固定資産の減損に係る会計基準を適用している。 

3. 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当中間連結会計期

間から貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準を適用している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 

（※）上記は、半期報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）
が別途保管しています。 

指定社員 
公認会計士 日根野谷 正人 

業務執行社員 

 
 

 
 

 
 

指定社員 
公認会計士 中 島 久 木 

業務執行社員 



独立監査人の中間監査報告書 

 

平成17年9月27日

関西汽船株式会社 

取締役会  御中 

  

  

あずさ監査法人 

                           

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている関西汽

船株式会社の平成17年1月1日から平成17年12月31日までの第94期事業年度の中間会計期間（平成17年1月1日から平成17

年6月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この

中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、関西汽船株式会社の平成17年6月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年1月1日か

ら平成17年6月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は債務超過の状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が

存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成

されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 

（※）上記は、半期報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）
が別途保管しています。 

  

指定社員 
公認会計士 日根野谷 正人 

業務執行社員 

      

指定社員 
公認会計士 奥 井 康 夫 

業務執行社員 



独立監査人の中間監査報告書 

 

平成18年9月27日

関西汽船株式会社 

取締役会  御中 

  

  

あずさ監査法人 

                           

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている関西汽

船株式会社の平成18年1月1日から平成18年12月31日までの第95期事業年度の中間会計期間（平成18年1月1日から平成18

年6月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書につ

いて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、関西汽船株式会社の平成18年6月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年1月1日か

ら平成18年6月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は債務超過の状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が

存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成

されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 

（※）上記は、半期報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）
が別途保管しています。 

  

指定社員 
公認会計士 日根野谷 正人 

業務執行社員 

      

指定社員 
公認会計士 中 島 久 木 

業務執行社員 
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